
Ⅰ．はじめに

花粉症対策の一環として，森林総合研究所林木育種センターで
は関係機関と連携して，成長等に優れた無花粉スギの開発を進
めており，そのうち潜性（劣性）の雄性不稔遺伝子（以降，「不
稔遺伝子」という。）をホモ接合型で保有する無花粉スギ品種に
ついてはこれまで 2021 年度（令和 3 年度）末時点で関東・関西
育種基本区から計 18 系統が開発されている（林木育種センター，
2022）。九州育種基本区においても近年，各県等において無花粉
スギに対する期待が急速に高まってきており，無花粉品種の開発
と不稔リソース（育種素材）の整備を効果的に進めていく必要が
ある。これまで林木育種センターでは，不稔遺伝子を保有する精
英樹等の探索を進め，そのうち九州育種基本区では，不稔遺伝子
をホモ接合型で保有し不稔形質を発現する（不稔ホモ）系統は発
見されていないものの，不稔遺伝子群の一つである ms- 1 遺伝子
をヘテロ接合型で保有する精英樹が 2 系統見いだされた。現在，
それら九州産の不稔リソースおよび近隣地域産の不稔リソースを
交配親として，優良無花粉スギ品種の開発を進めている。

優良無花粉スギ品種の作出過程では，優良系統等と不稔遺伝子
を有する系統の交配家系の中から，優良かつ不稔遺伝子を（ホモ
あるいはヘテロで）保有する個体を選抜していく必要がある。一
方で，成長等の特性と不稔遺伝子の間にもし非独立な関連性があ
れば，成長等の特性の改良と不稔形質の付与という，2 つの育種
目標の両立に支障をきたすことが懸念される。その関連性の有無
により，不稔遺伝子を保有する優良個体の出現頻度が異なってく

るため，家系あたりの必要個体数やそれを作出するための交配規
模，選抜率等も異なってくると考えられる。このように，効果的
かつ効率的に無花粉品種を開発する上では，家系内での不稔遺伝
子の保有度（可稔ホモ／ヘテロ／不稔ホモ）と成長等の特性の関
連性について把握することが重要であるが，これまで上記に関す
る体系的な知見は不十分である。

近年，ms- 1 遺伝子の保有度（可稔ホモ／ヘテロ／不稔ホモ）
を DNA マーカーで判定できる手法（坪村ほか，2019）が確立し，
交配家系に対してマーカー選抜（MAS）を行うことで効率的に
不稔遺伝子を保有する個体を選抜することが可能になった（三嶋，
2019）。そこで本研究では，この技術を利用して，九州育種基本
区内のエリートツリー等と雄性不稔遺伝子保有スギ系統間のいく
つかの交配家系を対象として，不稔遺伝子の保有度を DNA マー
カーにより個体毎に判定するとともに，植栽後の試験地や，植栽
前のコンテナ苗における個体の初期成長について調査した。両者
の関連性を解析し，今後の無花粉スギ育種の推進のための効率的
な作業工程等について検討した。

Ⅱ．材料と方法

1．供試材料と調査・分析
不稔遺伝子の保有度と成長特性の関連性にかかる調査・分析は，

九州育種場（熊本県合志市）内に設定した 2 箇所の優良無花粉ス
ギ選抜試験地（調査地 A，B）と，宮崎県えびの市に設定した場
外試験地（調査地 C）に植栽されている，不稔遺伝子保有スギ系
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の保有度（可稔ホモ／ヘテロ／不稔ホモ）を識別するとともに，九州育種場内および場外試験地に植栽後または育苗中のコンテナ苗にお
ける初期成長を評価した。その結果，いずれの交配家系においても，上記の不稔遺伝子保有度グループ間での成長特性（樹高および胸高
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されており（坪村，2012），九州および近隣地域産の不稔リソー
スを用いた育種においても同様に，必要と想定される交配規模や
家系あたりの個体数からそれほど逸脱なく，家系内選抜が可能で
あると考えられる。

2．場外試験地およびコンテナにおける不稔遺伝子保有度と成
長特性の関連性
調査地 C（場外）における家系 5～8 の 4 家系（可稔ホモ×ヘ

テロ）における 3 成長期後の樹高は，家系間，不稔遺伝子保有
度グループ間の両要因において有意な違いは認められなかった

（表‒1，図‒3）。また，家系と保有度グループの交互作用につい
ても有意な効果は認められなかった。調査地 D（コンテナ）にお
ける家系 9～11 の 3 家系（可稔ホモ×ヘテロ）における 1 成長期
後の苗高は，家系間では統計的に有意な違いが検出された一方で，
不稔遺伝子保有度グループ，家系と保有度グループの交互作用に
よる有意な効果は認められなかった（表‒1，図‒4）。

上記のような山地の植栽地または育苗段階での評価においても，
初期成長には不稔遺伝子の保有度の違いによる影響は認められず，
育苗段階の苗木の成長においては家系の違いによる効果のほうが
明瞭に表れていた。各育種基本区では成長等に優れた優良無花粉
品種を早期に開発するため，これまで主に場内等での植栽試験に
よる短期間での選抜・交配を進めてきた（関東：坪村	2012；関西：
河合，2023；など）。一方で今後，スギの育種において成長・材

質等の林業的形質を改良しながら，同時に不稔形質を併せ持つ系
統を開発していくためには，次世代育種のサイクルに不稔遺伝子
を導入し，育種集団の中で不稔遺伝子を有する優良系統を，無花
粉品種として開発していく必要性がある。今回は次世代精英樹候
補木の選抜母集団として植栽されている育種集団林内の不稔遺伝
子保有家系についても評価し，優良でかつ不稔遺伝子をヘテロ接
合型で有する次世代精英樹候補木を選抜できる可能性が確認され
た。また，次世代育種にかかる試験地造成の上ではしばしば，植
栽前の苗木段階で優良な個体を優先して植栽することが考えられ
るが，その際にも，選んだ優良個体の中に不稔遺伝子を保有する
個体が期待した割合で含まれていることが重要となる。今回の結
果から，コンテナでの成長上位個体の中にも一定の割合で不稔遺
伝子を持つことが期待されることから，例えば，成長の良好な上
位苗木についてのみ不稔遺伝子の保有度を確認し，不稔遺伝子を
持つ優良個体を植栽地へ植栽して成長評価するといった，効果的
な作業工程の可能性もあわせて示唆された。

Ⅳ．まとめ

今回，九州育種基本区内のエリートツリー等と雄性不稔遺伝子
保有スギ系統間の交配家系を対象として，家系内の不稔遺伝子の
保有度と初期成長の関連性について評価した結果，いずれの家系
においても不稔遺伝子保有度グループ間での初期成長の違いは認

調査地B（場内，3成長期後）：樹高
要因 MS df F P

保有度 0 . 068 2 0 . 28 ns
家系 0 . 246 1 1 . 02 ns
保有度×家系 0 . 419 2 1 . 74 ns
残差 0 . 241

調査地C（場外，3成長期後）：樹高
要因 MS df F P

保有度 0 . 014 1 0 . 14 ns
家系 0 . 214 3 2 . 09 ns
保有度×家系 0 . 051 3 0 . 50 ns
残差 0 . 176

調査地B（場内，3成長期後）：胸高直径
要因 MS df F P

保有度 0 . 052 2 0 . 04 ns
家系 4 . 385 1 3 . 47 ns
保有度×家系 2 . 911 2 2 . 30 ns
残差 1 . 264

調査地D（コンテナ，1成長期後）：苗高
要因 MS df F P

保有度 0 . 0 1 0 . 00 ns
家系 3111 . 5 2 64 . 27 **
保有度×家系 6 . 4 2 0 . 13 ns
残差 48 . 4 192

表‒1．調査地 B，C および D における樹高（苗高）および胸高直径の線形（混合）モデルに基づく分散分析表

**：P	<	0 . 01；ns：P	≥	0 . 05
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図‒3．	調査地 C における家系毎の不稔遺伝子保有度グループ別
の樹高

　　　エラーバーは標準誤差を示す。

図‒4．	調査地 D における家系毎の不稔遺伝子保有度グループ別
の苗高

　　　エラーバーは標準誤差を示す。

統を親に持つ一部の人工交配家系を対象として行った。あわせ
て，九州育種場内でコンテナ育苗中の同様の交配家系についても
対象とした（調査地 D）。九州育種場内の調査地 A（2019 年 3 月
植栽）では不稔遺伝子の保有度の異なる 2 交配家系（家系 1：可
稔ホモ×ヘテロの 1 家系 10 個体，家系 2：ヘテロ×不稔ホモの
1 家系 21 個体）を対象として，3 成長期後の 2021 年 12 月に初
期成長特性として樹高と胸高直径を測定した。同場内の調査地 B

（2020 年 3 月植栽）でも 2 交配家系（家系 3～4：ヘテロ×ヘテロ，
家系あたり 39～40 個体）を対象として，3 成長期後の 2022 年 12
月に同様に樹高と胸高直径を測定した。場外の調査地 C（2019
年 3 月植栽）は 7 ブロックで構成されており，4 交配家系（家系
5～8：可稔ホモ×ヘテロ，家系あたり 12～39 個体）を対象として，
3成長期後の2021年11月に樹高を測定した。調査地D（コンテナ）
では，2022 年 2 月に育苗箱に播種してマルチキャビティーコン
テナへ移植し育苗を行い，1 成長期後の植栽前の 2022 年 12 月に
3 交配家系（家系 9～11：可稔ホモ×ヘテロ，家系あたり 63～69
個体）について苗高を測定した。また，以上の交配家系の各個体
について，針葉から DNA を抽出し，不稔遺伝子判定 DNA マー
カー（坪村ほか，2019）を用いてゲル電気泳動により不稔遺伝子
の保有度を判定した。

2．解析方法
各家系について不稔遺伝子の保有度別に個体をグループ分けし，

その保有度グループ間での成長特性の違いについて，R（R	Core	
Team，2020）のカスタマイズパッケージであるEZR	version	1 . 40

（Kanda，2013）を用いて解析した。家系間で保有度の組合せの異
なる調査地 A（場内）については，保有度グループを固定効果と
して線形モデルに基づき家系別に分散分析を行い，グループ間差
を F 統計量により検定した。調査地 B（場内）および調査地 D（コ
ンテナ）については，保有度の組合せが共通しているため 2～3
家系を統合して解析し，家系，保有度グループ，家系と保有度グ

ループの交互作用を固定効果とした線形モデルに基づき分散分析
を行い，同様に F 統計量による検定を行った。調査地 C（場外）
についても 4 家系を統合して解析し，家系，保有度グループ，家
系と保有度グループの交互作用を固定効果として，ブロックの違
いをランダム効果として考慮した線形混合モデルに基づき分散分
析を行い，各固定効果について F 統計量により検定した。以上
の F 統計量による検定には lmerTest パッケージ（Kuznetsova	
et al,	2017）を用いた。

Ⅲ．結果と考察

1．場内試験地における不稔遺伝子保有度と成長特性の関連性
調査地 A における家系 1（可稔ホモ×ヘテロ）および家系 2

（ヘテロ×不稔ホモ）における 3 成長期後の樹高および胸高直径
を，DNA マーカーで判定した不稔遺伝子保有度グループ間で比
較したところ，いずれの家系でも統計的に有意な違いは認めら
れなかった（図‒1）。調査地 B における家系 3～4（ヘテロ×ヘ
テロ）では，DNA マーカーで不稔遺伝子保有度を判定した結果，
いずれの家系でも可稔ホモ，ヘテロおよび不稔ホモの 3 グループ
が検出された。2 家系における 3 成長期後の樹高および胸高直径
を 3 つの不稔遺伝子保有度グループ間で比較したところ，いずれ
の家系においてもグループ間での有意な違いは認められなかった

（表‒1，図‒2）。
以上の結果から，様々な交配種別の（可稔ホモ×ヘテロ，ヘテ

ロ×不稔ホモ，ヘテロ×ヘテロ）家系において，家系内での不稔
遺伝子の保有度の違いによる初期成長の明瞭な差は認められな
かった。このことからは，優良系統と雄性不稔遺伝子保有スギ系
統間の交配により，優良かつ不稔遺伝子を保有する個体を作出で
きる可能性が示唆された。関東育種基本区のスギ精英樹と不稔個
体の間から作出された F 2 家系においても，可稔個体と不稔個体
のグループ間で初期成長に有意な差が見られなかったことが報告
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図‒1．	調査地 A における家系毎の不稔遺伝子保有度グループ別
の樹高および胸高直径

　　　エラーバーは標準誤差を示す。ns：P	≥	0 . 05

図‒2．	調査地 B における家系毎の不稔遺伝子保有度グループ別
の樹高および胸高直径

　　　エラーバーは標準誤差を示す。
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されており（坪村，2012），九州および近隣地域産の不稔リソー
スを用いた育種においても同様に，必要と想定される交配規模や
家系あたりの個体数からそれほど逸脱なく，家系内選抜が可能で
あると考えられる。

2．場外試験地およびコンテナにおける不稔遺伝子保有度と成
長特性の関連性
調査地 C（場外）における家系 5～8 の 4 家系（可稔ホモ×ヘ

テロ）における 3 成長期後の樹高は，家系間，不稔遺伝子保有
度グループ間の両要因において有意な違いは認められなかった

（表‒1，図‒3）。また，家系と保有度グループの交互作用につい
ても有意な効果は認められなかった。調査地 D（コンテナ）にお
ける家系 9～11 の 3 家系（可稔ホモ×ヘテロ）における 1 成長期
後の苗高は，家系間では統計的に有意な違いが検出された一方で，
不稔遺伝子保有度グループ，家系と保有度グループの交互作用に
よる有意な効果は認められなかった（表‒1，図‒4）。

上記のような山地の植栽地または育苗段階での評価においても，
初期成長には不稔遺伝子の保有度の違いによる影響は認められず，
育苗段階の苗木の成長においては家系の違いによる効果のほうが
明瞭に表れていた。各育種基本区では成長等に優れた優良無花粉
品種を早期に開発するため，これまで主に場内等での植栽試験に
よる短期間での選抜・交配を進めてきた（関東：坪村	2012；関西：
河合，2023；など）。一方で今後，スギの育種において成長・材

質等の林業的形質を改良しながら，同時に不稔形質を併せ持つ系
統を開発していくためには，次世代育種のサイクルに不稔遺伝子
を導入し，育種集団の中で不稔遺伝子を有する優良系統を，無花
粉品種として開発していく必要性がある。今回は次世代精英樹候
補木の選抜母集団として植栽されている育種集団林内の不稔遺伝
子保有家系についても評価し，優良でかつ不稔遺伝子をヘテロ接
合型で有する次世代精英樹候補木を選抜できる可能性が確認され
た。また，次世代育種にかかる試験地造成の上ではしばしば，植
栽前の苗木段階で優良な個体を優先して植栽することが考えられ
るが，その際にも，選んだ優良個体の中に不稔遺伝子を保有する
個体が期待した割合で含まれていることが重要となる。今回の結
果から，コンテナでの成長上位個体の中にも一定の割合で不稔遺
伝子を持つことが期待されることから，例えば，成長の良好な上
位苗木についてのみ不稔遺伝子の保有度を確認し，不稔遺伝子を
持つ優良個体を植栽地へ植栽して成長評価するといった，効果的
な作業工程の可能性もあわせて示唆された。

Ⅳ．まとめ

今回，九州育種基本区内のエリートツリー等と雄性不稔遺伝子
保有スギ系統間の交配家系を対象として，家系内の不稔遺伝子の
保有度と初期成長の関連性について評価した結果，いずれの家系
においても不稔遺伝子保有度グループ間での初期成長の違いは認

調査地B（場内，3成長期後）：樹高
要因 MS df F P

保有度 0 . 068 2 0 . 28 ns
家系 0 . 246 1 1 . 02 ns
保有度×家系 0 . 419 2 1 . 74 ns
残差 0 . 241

調査地C（場外，3成長期後）：樹高
要因 MS df F P

保有度 0 . 014 1 0 . 14 ns
家系 0 . 214 3 2 . 09 ns
保有度×家系 0 . 051 3 0 . 50 ns
残差 0 . 176

調査地B（場内，3成長期後）：胸高直径
要因 MS df F P

保有度 0 . 052 2 0 . 04 ns
家系 4 . 385 1 3 . 47 ns
保有度×家系 2 . 911 2 2 . 30 ns
残差 1 . 264

調査地D（コンテナ，1成長期後）：苗高
要因 MS df F P

保有度 0 . 0 1 0 . 00 ns
家系 3111 . 5 2 64 . 27 **
保有度×家系 6 . 4 2 0 . 13 ns
残差 48 . 4 192

表‒1．調査地 B，C および D における樹高（苗高）および胸高直径の線形（混合）モデルに基づく分散分析表

**：P	<	0 . 01；ns：P	≥	0 . 05
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図‒3．	調査地 C における家系毎の不稔遺伝子保有度グループ別
の樹高

　　　エラーバーは標準誤差を示す。

図‒4．	調査地 D における家系毎の不稔遺伝子保有度グループ別
の苗高

　　　エラーバーは標準誤差を示す。

統を親に持つ一部の人工交配家系を対象として行った。あわせ
て，九州育種場内でコンテナ育苗中の同様の交配家系についても
対象とした（調査地 D）。九州育種場内の調査地 A（2019 年 3 月
植栽）では不稔遺伝子の保有度の異なる 2 交配家系（家系 1：可
稔ホモ×ヘテロの 1 家系 10 個体，家系 2：ヘテロ×不稔ホモの
1 家系 21 個体）を対象として，3 成長期後の 2021 年 12 月に初
期成長特性として樹高と胸高直径を測定した。同場内の調査地 B

（2020 年 3 月植栽）でも 2 交配家系（家系 3～4：ヘテロ×ヘテロ，
家系あたり 39～40 個体）を対象として，3 成長期後の 2022 年 12
月に同様に樹高と胸高直径を測定した。場外の調査地 C（2019
年 3 月植栽）は 7 ブロックで構成されており，4 交配家系（家系
5～8：可稔ホモ×ヘテロ，家系あたり 12～39 個体）を対象として，
3成長期後の2021年11月に樹高を測定した。調査地D（コンテナ）
では，2022 年 2 月に育苗箱に播種してマルチキャビティーコン
テナへ移植し育苗を行い，1 成長期後の植栽前の 2022 年 12 月に
3 交配家系（家系 9～11：可稔ホモ×ヘテロ，家系あたり 63～69
個体）について苗高を測定した。また，以上の交配家系の各個体
について，針葉から DNA を抽出し，不稔遺伝子判定 DNA マー
カー（坪村ほか，2019）を用いてゲル電気泳動により不稔遺伝子
の保有度を判定した。

2．解析方法
各家系について不稔遺伝子の保有度別に個体をグループ分けし，

その保有度グループ間での成長特性の違いについて，R（R	Core	
Team，2020）のカスタマイズパッケージであるEZR	version	1 . 40

（Kanda，2013）を用いて解析した。家系間で保有度の組合せの異
なる調査地 A（場内）については，保有度グループを固定効果と
して線形モデルに基づき家系別に分散分析を行い，グループ間差
を F 統計量により検定した。調査地 B（場内）および調査地 D（コ
ンテナ）については，保有度の組合せが共通しているため 2～3
家系を統合して解析し，家系，保有度グループ，家系と保有度グ

ループの交互作用を固定効果とした線形モデルに基づき分散分析
を行い，同様に F 統計量による検定を行った。調査地 C（場外）
についても 4 家系を統合して解析し，家系，保有度グループ，家
系と保有度グループの交互作用を固定効果として，ブロックの違
いをランダム効果として考慮した線形混合モデルに基づき分散分
析を行い，各固定効果について F 統計量により検定した。以上
の F 統計量による検定には lmerTest パッケージ（Kuznetsova	
et al,	2017）を用いた。

Ⅲ．結果と考察

1．場内試験地における不稔遺伝子保有度と成長特性の関連性
調査地 A における家系 1（可稔ホモ×ヘテロ）および家系 2

（ヘテロ×不稔ホモ）における 3 成長期後の樹高および胸高直径
を，DNA マーカーで判定した不稔遺伝子保有度グループ間で比
較したところ，いずれの家系でも統計的に有意な違いは認めら
れなかった（図‒1）。調査地 B における家系 3～4（ヘテロ×ヘ
テロ）では，DNA マーカーで不稔遺伝子保有度を判定した結果，
いずれの家系でも可稔ホモ，ヘテロおよび不稔ホモの 3 グループ
が検出された。2 家系における 3 成長期後の樹高および胸高直径
を 3 つの不稔遺伝子保有度グループ間で比較したところ，いずれ
の家系においてもグループ間での有意な違いは認められなかった

（表‒1，図‒2）。
以上の結果から，様々な交配種別の（可稔ホモ×ヘテロ，ヘテ

ロ×不稔ホモ，ヘテロ×ヘテロ）家系において，家系内での不稔
遺伝子の保有度の違いによる初期成長の明瞭な差は認められな
かった。このことからは，優良系統と雄性不稔遺伝子保有スギ系
統間の交配により，優良かつ不稔遺伝子を保有する個体を作出で
きる可能性が示唆された。関東育種基本区のスギ精英樹と不稔個
体の間から作出された F 2 家系においても，可稔個体と不稔個体
のグループ間で初期成長に有意な差が見られなかったことが報告
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図‒1．	調査地 A における家系毎の不稔遺伝子保有度グループ別
の樹高および胸高直径

　　　エラーバーは標準誤差を示す。ns：P	≥	0 . 05

図‒2．	調査地 B における家系毎の不稔遺伝子保有度グループ別
の樹高および胸高直径

　　　エラーバーは標準誤差を示す。
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Ⅰ．はじめに

スギは 2021 年における日本国内の素材生産量の 59 . 1％，人
工造林面積の 36 . 9％を占める（林野庁，2023）日本の主要な林
業樹種である。九州地方はスギの素材生産量および人工造林面積
がそれぞれ全国の 33 . 7％と 62 . 4％であり（林野庁，2022），日
本の重要なスギ生産地である。2022 年のスギの用途は製材用が
67 . 2％であり（農林水産省，2023），製材用途への需要が高い。
製材として利用する場合，構造用，造作用ともに乾燥が必要であ
り，製材の日本農林規格では構造用としては乾量基準含水率が
20％以下であることが求められる。スギは心材含水率のばらつ
きが大きいことから乾燥が難しい樹種であることが知られており

（中田，2014），その中でも心材含水率が高い材は，乾燥に長い
時間が必要である。例えば，松村ほか（2013）は，一定時間の乾
燥後の心去り正角の含水率は丸太の心材含水率と有意な正の相関
があることを報告している。これまでに21～26年生のスギクロー
ン地域差検定林の調査から，心材含水率はクローン間で異なり，
クローンと検定林の交互作用は小さいことが示されており（藤澤
ほか，1995），クローンの選抜によって心材含水率の改良が可能
であると考えられる。

収穫までに長い期間が必要である林木では，単位時間当たり
の遺伝的な改良を高めるため，収穫前の比較的若い時期に選抜
を行う早期選抜が行われている（三浦ほか，2008）。スギでは樹
高，直径や剛性について早期選抜が検討されてきたが（佐藤ほか，
2016 ;	倉原，2015 ;	池田ほか，2022），心材含水率に関する取り
組みは少ない（宮下ほか，2009 ;	倉原ほか，2023）。心材は林木
の成長にともない，髄付近から外側に向かい形成されていくが，
その形成時期や形成機構には不明な部分が多い。また心材の形成
状態は外部からの観察ではわからないため（中田，2018），若齢
での測定事例は少ない。このため心材含水率の早期評価を検討す

るためには，まず若齢時における心材形成状態と心材含水率を調
べる必要がある。

今回，若齢スギの心材形成状況を把握するために 7 年生と 8 年
生のスギから成長錐コアを採取し，心材の有無を目視で判別した。
また，その試料を用いて心材含水率を測定し，クローン間差を検
討した。

Ⅱ．材料と方法

1．供試材料
森林総合研究所林木育種センター九州育種場（熊本県合志市）

内の交配園に植栽されているスギ第二世代精英樹候補木クローン
を用いた。交配園には集団林から選抜されたクローンのつぎ木苗
が列状に植栽されている。今回用いたつぎ木苗は 7 年生と 8 年生
で，断幹等の施業が行われていない自然樹形である。補植により
植栽年が異なる個体やさし木で増殖された個体が存在したが，そ
れらは除外した。全体として 119 クローン 266 個体（クローン当
たり 1～4 本）を調査対象とした（表‒1）。なお，7 年生と 8 年生
には共通のクローンが存在しないため別々に解析を行った。

2．試料の採取と測定
2023 年 2 月に胸高直径（DBH）を輪尺で 1	mm 単位で測定した。

DBH が 6 . 0	cm 未満の個体は成長錐コアを採取することが困難
であるため除外し，胸高部位（1 . 2	m）から内径 5 . 0	mm の成
長錐を用いて 1 個体あたり 1 本のコア試料を採取した。採取した
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2024　スギの心材含水率は製材の乾燥性に大きな影響を与える材質形質であり，壮齢林分の調査において心材含水率はクローン間で異
なることが示されている。壮齢時の心材含水率を若齢時に評価することが可能であれば，選抜時期を早めることで，遺伝的な改良を効
率化できると考えられる。心材の形成は外部からの観察ではわからないため，若齢での心材の形成の状況や心材含水率を調査した事例
は少ない。そこで本研究は若齢での心材形成状況を把握するために 7 年生と 8 年生のスギつぎ木から成長錐コアを採取し，胸高直径と
心材直径の関係を調べた。また，その試料を用いて心材含水率を測定し，クローン間変異を調べた。胸高直径と心材直径の間には正の
相関があり，心材含水率にクローン間変異が認められる場合があった。このことは 10 年生未満の若齢での心材含水率の早期評価の可能
性があることを示唆する。
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表‒1．調査クローン数

調査形質 調査クローン数（個体数）
7 年生 8 年生

DBH 57（141） 62（125）
成長錐コア 53（126） 60（119）

められなかった。このことから，優良系統と雄性不稔遺伝子保有
スギ系統間の交配により，優良かつ不稔遺伝子を保有する個体を
作出できる可能性が示唆された。今後，優良無花粉スギ系統の選
抜・評価を効率的に進めていくためには，植栽または育苗家系に
おける不稔遺伝子判定 DNA マーカーによる分析個体数やその分
析タイミング等についても考慮する必要がある。さらなる交配家
系の作出や育苗，成長等の評価・選抜を進めながら，効率的かつ
効果的な無花粉スギ育種のシステム化を検討していくことが重要
と考えられる。

最後に，今回報告した交配家系の作出や育苗，植栽試験地の設
定・管理等に尽力いただいた林木育種センター九州育種場の歴代
関係者の方々に厚く御礼申し上げる。
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